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(百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期第１四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期第１四半期 48,252 △29.9 △2,926 － △3,164 － △2,167 －

26年３月期第１四半期 68,812 4.8 1,283 － 1,079 － 8,899 －
(注) 包括利益 27年３月期第１四半期 △1,988百万円( －％) 26年３月期第１四半期 8,941百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期第１四半期 △2.58 －

26年３月期第１四半期 20.14 10.45
　

26年３月期第１四半期は会計方針の変更による遡及適用後の数値を記載しております。そのため、会計方針変更の影響
を受けない売上高を除き、26年３月期第１四半期の対前年同四半期増減率については記載しておりません。
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

27年３月期第１四半期 274,785 141,062 51.3

26年３月期 297,812 144,986 48.7
(参考) 自己資本 27年３月期第１四半期 141,034百万円 26年３月期 144,959百万円
　

26年３月期は会計方針の変更による遡及適用後の数値を記載しております。
　
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年３月期 － 0.00 － 3.00 3.00

27年３月期 －

27年３月期(予想) 0.00 － 3.00 3.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式
（非上場）の配当の状況については、「種類株式の配当の状況」をご覧ください。
　

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 330,000 △1.1 19,000 12.4 17,800 13.8 13,500 △35.1 15.97
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

対前期増減率については、会計方針の変更による遡及適用後の数値を記載しております。
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注) 詳細は、添付資料P.７「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積
りの変更・修正再表示」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期１Ｑ 843,542,737株 26年３月期 843,542,737株

② 期末自己株式数 27年３月期１Ｑ 3,449,744株 26年３月期 3,442,847株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期１Ｑ 840,096,802株 26年３月期１Ｑ 441,934,134株
　

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示
時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

四半期決算補足説明資料につきましては、ＴＤｎｅｔで同日開示するとともに、当社ホームページに掲載いたしま
す。
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種類株式の配当の状況 

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 

 

（第１種優先株式） 

 年間配当金 

 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭 

26年３月期 － － － 8.44 8.44 

27年３月期 －     

27年３月期(予想)  － － 8.28 8.28 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間の業績は、マンション販売において竣工戸数が前年同期に比べて少ない計

画であったことなどにより、営業収入は前年同期比205億60百万円減の482億52百万円（前年同期比

29.9％減）となり、営業損失29億26百万円（前年同期は12億83百万円の利益）、経常損失31億64百万円

（前年同期は10億79百万円の利益）、四半期純損失21億67百万円（前年同期は負ののれん発生益の計上

などにより88億99百万円の利益）となりました。 

なお、「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変

更・修正再表示（会計方針の変更）２  不動産開発事業等に係る会計処理」に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より会計方針を変更いたしました。したがって、前第1四半期連結累計期間は遡及適

用後の数値を記載しております。 

 
  

（単位：百万円）

区分 
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年６月30日）
増減 

営業収入 68,812 48,252 △20,560 

営業利益又は営業損失（△） 1,283 △2,926 △4,210 

経常利益又は経常損失（△） 1,079 △3,164 △4,243 

四半期純利益又は 
四半期純損失（△） 

8,899 △2,167 △11,066 

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。なお、各セグメントの金額はセグメント間取引を含

んでおります。 

 

〔セグメント別業績〕  （単位：百万円）

区分 

前第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年６月30日） 
増減 

営業収入 営業利益 営業収入 営業利益 営業収入 営業利益 

不動産開発事業 28,513 △38 7,633 △3,076 △20,880 △3,037 

不動産管理事業 33,521 1,599 32,948 870 △572 △728 

不動産流通事業 7,882 550 8,353 127 471 △423 

調整額（消去又は全社） △1,104 △827 △682 △848 421 △20 

合計 68,812 1,283 48,252 △2,926 △20,560 △4,210 
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①  不動産開発事業 

マンション販売において竣工戸数が前年同期に比べて少ない計画であったことから、売上戸数は

前年同期比501戸減の200戸、売上高は同比197億20百万円減の55億45百万円となりました。その結

果、不動産開発事業の営業収入は同比208億80百万円減の76億33百万円となり、営業損失30億76百

万円（前年同期は38百万円の損失）となりました。 

なお、当第１四半期連結会計期間末におけるマンション既契約残高は2,780戸、1,015億90百万円

（前年同期末比379戸減、55億87百万円減）となりました。 

 

営業収入内訳 
  

（単位：百万円）

区分 
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年６月30日）
増減 

不動産販売 27,216 6,088 △21,127 

その他 1,297 1,544 247 

合計 28,513 7,633 △20,880 

 

不動産販売の状況   
（単位：百万円）

区分 

前第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年６月30日）
増減 

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

契約実績 

マンション 982戸 32,962 663戸 25,055 △319戸 △7,906 

戸建 7戸 126 1戸 60 △6戸 △65 

その他 － 66 － 450 － 384 

合計 989戸 33,154 664戸 25,566 △325戸 △7,588 

売上実績 

マンション 701戸 25,265 200戸 5,545 △501戸 △19,720 

戸建 14戸 458 2戸 93 △12戸 △365 

その他 － 1,492 － 450 － △1,042 

合計 715戸 27,216 202戸 6,088 △513戸 △21,127 

契約残高 

マンション 3,159戸 107,177 2,780戸 101,590 △379戸 △5,587 

戸建 1戸 37 1戸 60 －戸 23 

その他 － 66 － － － △66 

合計 3,160戸 107,280 2,781戸 101,651 △379戸 △5,629 

（注）契約残高は四半期連結会計期間末の残高であります。 
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②  不動産管理事業 

管理受託収入は前年同期比3億9百万円増の200億70百万円と堅調に推移したものの、請負工事収

入は消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動などにより同比8億72百万円減の109億42百万円とな

りました。これらの結果、不動産管理事業の営業収入は前年同期比5億72百万円減の329億48百万

円、営業利益は同比7億28百万円減の8億70百万円となりました。 

なお、当第１四半期連結会計期間末におけるマンション管理受託戸数は518,737戸（前年同期末

比6,160戸増）、請負工事受注残高は264億17百万円（同比11億46百万円増）となりました。 

 

営業収入内訳 
  

（単位：百万円）

区分 
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年６月30日）
増減 

管理受託 19,761 20,070 309 

請負工事 11,814 10,942 △872 

その他 1,945 1,935 △9 

合計 33,521 32,948 △572 

 

マンション管理受託戸数 
 

 

区分 
前第１四半期連結会計期間 

（平成25年６月30日） 
当第１四半期連結会計期間 

（平成26年６月30日） 
増減 

マンション管理受託戸数 512,577戸 518,737戸 6,160戸 

 

請負工事の状況 
 

（単位：百万円）

区分 
前第１四半期連結会計期間 

（平成25年６月30日） 
当第１四半期連結会計期間 

（平成26年６月30日） 
増減 

受注残高 25,271 26,417 1,146 
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③  不動産流通事業 

売買仲介収入は前年同期比2億93百万円減の16億15百万円、不動産販売収入は同比8億32百万円増

の40億98百万円となったことにより、不動産流通事業の営業収入は同比4億71百万円増の83億53百

万円となりました。営業利益は、売買仲介収入の減収に加え、店舗網の拡充に向けた人員の増強な

どを行った結果、同比4億23百万円減の1億27百万円となりました。 

 

営業収入内訳 
  

（単位：百万円）

区分 
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年６月30日）
増減 

売買仲介 1,909 1,615 △293 

不動産販売 3,265 4,098 832 

賃貸管理等 2,368 2,360 △8 

その他 338 279 △59 

合計 7,882 8,353 471 

 

売買仲介取扱実績  
 

（単位：百万円）

区分 
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年６月30日）
増減 

取扱件数 1,703件 1,665件 △38件 

取扱高 41,003 38,290 △2,712 

 

不動産販売の状況   
（単位：百万円）

区分 

前第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年６月30日）
増減 

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

売上実績 

マンション 165戸 3,229 192戸 4,088 27戸 859 

その他 － 36 － 9 － △27 

合計 165戸 3,265 192戸 4,098 27戸 832 
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（２）財政状態に関する説明 

資産、負債及び純資産の状況 
（単位：百万円）

 前連結会計年度 
（平成26年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成26年６月30日） 

増減 

総資産 297,812 274,785 △23,027 

 内、たな卸不動産 101,421 112,433 11,012 

負債 152,826 133,723 △19,103 

 内、有利子負債 63,646 61,135 △2,510 

純資産 144,986 141,062 △3,924 

 内、自己資本 144,959 141,034 △3,924 

 自己資本比率 48.7％ 51.3％ 2.6p 

 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、2,747億85百万円（前期末比230億27百万円減）となりまし

た。これは、たな卸不動産が110億12百万円増加した一方、「現金及び預金」が168億36百万円、「有価

証券」が159億30百万円それぞれ減少したことなどによるものです。 

負債は、1,337億23百万円（同比191億3百万円減）となりました。これは、「支払手形及び買掛金」

が85億79百万円、「未払法人税等」が49億31百万円、有利子負債が25億10百万円それぞれ減少したこと

などによるものです。 

純資産は、1,410億62百万円（同比39億24百万円減）となりました。これは、主に剰余金の配当26億4

百万円および四半期純損失21億67百万円の計上により「利益剰余金」が41億1百万円減少したことなど

によるものです。また、自己資本比率は51.3％（同比2.6ポイント増）となりました。 

なお、「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変

更・修正再表示（会計方針の変更）２  不動産開発事業等に係る会計処理」に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より会計方針を変更いたしました。したがって、前連結会計年度は遡及適用後の数値

を記載しております。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成26年５月13日公表の業績予想に変更はありません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

１  退職給付に関する会計基準等の適用 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号  平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  平

成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付

債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算

定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎

に決定する方法から退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平

均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、

当第１四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影

響額を「利益剰余金」に加減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の「退職給付に係る負債」が795百万円減少し、「利

益剰余金」が670百万円増加しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失および税金等調整前四半期純損失に与える

影響は軽微であります。 
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２  不動産開発事業等に係る会計処理 

①  不動産開発事業における用地取得および建築工事等に係る間接費（人件費その他の経費）につい

ては、従来、用地取得費および建築費等の直接費の比率をもとに各物件の原価に配賦しておりまし

たが、当第１四半期連結会計期間より期間費用として計上する方法に変更いたしました。 

この変更は、近年の仕入ボリュームの減少に伴い費用収益の対応関係が希薄化し、従来の配賦方

法に合理性が乏しくなったことから、当第１四半期連結会計期間における新分譲システムおよび新

経理システムの導入を機に計上方法を見直し、財務体質の健全化を図るとともに期間損益をより適

正に表示するために行ったものであります。 

また、併せて不動産管理事業の一部においても、費用収益の対応関係が希薄化した間接費の配賦

を見直し、期間費用として計上する方法に変更しております。 

②  不動産開発事業におけるマンション販売および戸建販売に係る広告宣伝費については、従来、費

用収益対応の観点から物件の引渡開始時に一括して費用計上しておりましたが、当第１四半期連結

会計期間より発生時に費用計上する方法に変更いたしました。 

この変更は、近年の広告媒体がチラシ主体からインターネットを含む複合的なものに変化すると

ともに、同一物件を複数回に分けて発売するなど販売手法も多様化し、広告宣伝費と営業収入の直

接的な対応関係が希薄化していることから、当第１四半期連結会計期間における新分譲システムお

よび新経理システムの導入を機に計上方法を見直し、財務体質の健全化を図るとともに期間損益を

より適正に表示するために行ったものであります。 

③  不動産開発事業におけるマンションギャラリーの建築費等については、従来、費用収益対応の観

点から売上計上時に物件の原価として計上しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より販売

費として発生時に費用計上する方法に変更いたしました。 

この変更は、営業収入に対応する直接的な原価と販売活動に係る費用を区分することが事業の実

態をより適切に反映することから、当第１四半期連結会計期間における新分譲システムおよび新経

理システムの導入を機に計上方法を見直し、財務体質の健全化を図るとともに期間損益をより適正

に表示するために行ったものであります。 

 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第１四半期連結累計期間および前連結会計年度について

は、遡及適用後の四半期連結財務諸表および連結財務諸表となっております。 

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度末の連結貸借対照表は、「販売用不動産」

が270百万円、「仕掛販売用不動産」が3,526百万円、「開発用不動産」が64百万円、「その他のた

な卸資産」が50百万円、流動資産「その他」が2,826百万円それぞれ減少し、流動資産の「繰延税

金資産」が1,722百万円増加しております。前第１四半期連結累計期間の連結損益計算書は、売上

総利益が84百万円減少し、営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益がそれぞれ763百

万円減少しております。また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことに

より、利益剰余金の前期首残高が3,967百万円減少しております。これらの影響額は、会計方針変

更の内容ごとに区分することが困難なため、一括して記載しております。 

なお、前第１四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益が2.24円、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益が1.17円それぞれ減少しております。 

また、セグメント情報に与える影響額は、当該箇所に記載しております。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 96,622 79,786

受取手形及び売掛金 18,455 13,493

有価証券 16,000 69

販売用不動産 15,018 14,662

仕掛販売用不動産 78,611 87,521

開発用不動産 7,790 10,249

その他のたな卸資産 2,540 5,178

繰延税金資産 5,707 6,760

その他 6,031 6,670

貸倒引当金 △24 △19

流動資産合計 246,755 224,371

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,943 6,980

減価償却累計額 △3,280 △3,304

建物及び構築物（純額） 3,662 3,676

土地 13,674 13,631

その他 1,702 1,690

減価償却累計額 △1,072 △1,077

その他（純額） 629 613

有形固定資産合計 17,966 17,920

無形固定資産

のれん 12,463 12,198

その他 11,209 10,976

無形固定資産合計 23,673 23,174

投資その他の資産

投資有価証券 1,352 1,320

繰延税金資産 930 940

その他 7,399 7,318

貸倒引当金 △264 △262

投資その他の資産合計 9,417 9,318

固定資産合計 51,057 50,413

資産合計 297,812 274,785
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 30,103 21,524

短期借入金 20,166 23,630

未払法人税等 5,219 288

前受金 11,656 16,023

賞与引当金 3,203 1,513

役員賞与引当金 127 29

その他 17,587 12,854

流動負債合計 88,065 75,864

固定負債

社債 7,000 7,000

長期借入金 36,417 30,450

繰延税金負債 2,661 2,644

役員退職慰労引当金 325 285

退職給付に係る負債 10,136 9,398

その他 8,221 8,080

固定負債合計 64,761 57,858

負債合計 152,826 133,723

純資産の部

株主資本

資本金 41,171 41,171

資本剰余金 38,098 38,098

利益剰余金 67,842 63,741

自己株式 △1,326 △1,328

株主資本合計 145,785 141,683

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 332 355

為替換算調整勘定 23 △2

退職給付に係る調整累計額 △1,182 △1,002

その他の包括利益累計額合計 △826 △648

少数株主持分 27 28

純資産合計 144,986 141,062

負債純資産合計 297,812 274,785
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

(四半期連結損益計算書)

(第１四半期連結累計期間)

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

営業収入 68,812 48,252

営業原価 59,312 43,804

売上総利益 9,500 4,448

販売費及び一般管理費 8,216 7,374

営業利益又は営業損失（△） 1,283 △2,926

営業外収益

受取利息 7 9

受取配当金 11 11

保険配当金 26 26

その他 252 84

営業外収益合計 296 131

営業外費用

支払利息 239 185

借入手数料 70 76

その他 190 107

営業外費用合計 500 369

経常利益又は経常損失（△） 1,079 △3,164

特別利益

固定資産売却益 － 39

段階取得に係る差益 1,204 －

負ののれん発生益 10,184 －

特別利益合計 11,389 39

特別損失

固定資産除却損 43 32

退職給付制度改定損 2,092 －

その他 54 －

特別損失合計 2,190 32

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前
四半期純損失（△）

10,278 △3,157

法人税、住民税及び事業税 503 156

法人税等調整額 874 △1,147

法人税等合計 1,378 △990

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株
主損益調整前四半期純損失（△）

8,899 △2,166

少数株主利益 0 0

四半期純利益又は四半期純損失（△） 8,899 △2,167
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(四半期連結包括利益計算書)

(第１四半期連結累計期間)

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株
主損益調整前四半期純損失（△）

8,899 △2,166

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 28 23

為替換算調整勘定 13 △25

退職給付に係る調整額 － 180

その他の包括利益合計 41 177

四半期包括利益 8,941 △1,988

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 8,940 △1,989

少数株主に係る四半期包括利益 0 0
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

セグメント情報 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 
不動産開発 

事業 
不動産管理 

事業 
不動産流通 

事業 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

売上高      

外部顧客への売上高 28,413 32,691 7,707 － 68,812 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

99 829 174 △1,104 － 

計 28,513 33,521 7,882 △1,104 68,812 

セグメント利益又は損失（△） △38 1,599 550 △827 1,283 

（注）１  セグメント利益又は損失（△）の調整額△827百万円には、セグメント間取引消去0百万円および各報告セグ

メントに配分していない全社費用△828百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。 

２  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失（△）と調整を行ってお

ります。 

 

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日） 

 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 
不動産開発 

事業 
不動産管理 

事業 
不動産流通 

事業 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

売上高      

外部顧客への売上高 7,502 32,553 8,196 － 48,252 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

131 394 156 △682 － 

計 7,633 32,948 8,353 △682 48,252 

セグメント利益又は損失（△） △3,076 870 127 △848 △2,926 

（注）１  セグメント利益又は損失（△）の調整額△848百万円には、セグメント間取引消去△27百万円および各報告セ

グメントに配分していない全社費用△821百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。 

２  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失（△）と調整を行ってお

ります。 
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２  報告セグメントの変更等に関する事項 

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より不動産開発事業等に係る会計処理を

次のとおり変更いたしました。 

①  不動産開発事業における用地取得および建築工事等に係る間接費（人件費その他の経費）について

は、従来、用地取得費および建築費等の直接費の比率をもとに各物件の原価に配賦しておりましたが、

当第１四半期連結会計期間より期間費用として計上する方法に変更いたしました。また、併せて不動

産管理事業の一部においても、費用収益の対応関係が希薄化した間接費の配賦を見直し、期間費用と

して計上する方法に変更しております。 

②  不動産開発事業におけるマンション販売および戸建販売に係る広告宣伝費については、従来、費用

収益対応の観点から物件の引渡開始時に一括して費用計上しておりましたが、当第１四半期連結会計

期間より発生時に費用計上する方法に変更いたしました。 

③  不動産開発事業におけるマンションギャラリーの建築費等については、従来、費用収益対応の観点

から売上計上時に物件の原価として計上しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より販売費と

して発生時に費用計上する方法に変更いたしました。 

 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第１四半期連結累計期間については、遡及適用後のセグメン

ト情報となっております。 

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、不動産開発

事業において785百万円減少し、不動産管理事業において13百万円、調整額において8百万円それぞれ増

加しております。 
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